
平成22年度事後評価シート（平成21年度に実施した施策） 

施 策 名 8．環境・経済・社会の統合的向上 評価年月日 平成 22 年 4 月1 日

総括部局及び総括課長名 総合環境政策局 総務課長  川上 尚貴 

 
①施策の位置づけ 

環境基本計画における位置づけ（第2 部） 
平成21 年度版環境・循環型社会・生物多様性白書における位

置づけ 
（※３５９ﾍﾟー ｼﾞ以降）

政策（章） 2 章 環境保全施策の体系 

施策（節） 2 節 4 地域における環境保全の推進 他
政策（章） 6 章 

各種施策の基盤、各主体の参加及び

国際協力に係る施策 

その他関連する個別計画  

※環境・循環型社会・生物多様性白書 「平成21 年度環境の保全に関する施策・ 

平成21 年度循環型社会の形成に関する施策」から該当箇所を記載 

②施策について 
施
策
の
方
針

市場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり、環境保全の人づくり・地域づくりの推進を通じて、環

境的側面、経済的側面、社会的側面が統合的に向上する持続可能な日本社会を生み出す。 

 Ｈ19 年度 H20 年度 H21 年度 

金額（単位：百万円） 1,169 5,154  263,128

一般会計 1,169  5,154  263,128

予
算
動
向  

特別会計 0  0

＜備考＞ 
 

施
策
を
構
成
す
る
具
体
的
手
段 

【経済のグリーン化の推進】 

○事業活動に環境配慮を織り込むための手法や取組内容の評価手法の開発・普及、金融のグリーン化の促進及び環

境保全に取り組む企業が高く評価されるような社会的基盤の整備、エコアクション２１の取得促進等事業者の自主的

な環境保全活動の推進。 

○環境ビジネスの市場規模等の調査など環境ビジネスに関する基礎調査の実施。 

○国等及び地方公共団体におけるグリーン購入の推進及びその基準となる基本方針の見直しや説明会の実施、適切

な環境情報のあり方検討、及びグリーン購入地域ネットワークの構築やライフサイクルアセスメントを用いた情報提供

手法の検討等、環境に配慮した製品・サービスの普及促進。 

○二酸化炭素の排出量等に応じて課税する地球温暖化対策税やその他の地球温暖化対策、廃棄物・リサイクル対策、

公害防止等のための税制上の措置についての検討及び順次導入。 

○国及び独立行政法人等における環境配慮契約の推進及びその基準となる基本方針の見直しや説明会の実施等、

環境配慮契約の推進。 

○温室効果ガスの排出削減に資する商品・サービスの購入・利用や省エネ行動によりポイントが貯まり、そのポイントの

量に応じて、商品等の経済的価値のあるものと交換できる仕組みである、エコ・アクション・ポイントの推進。 

○高い省エネ性能を持つ家電（エアコン、冷蔵庫、地デジ対応テレビ）の購入や、断熱性に優れた住宅の新築・リフォ

ームに対し、様々な商品と交換できるエコポイントを付与するグリーン家電エコポイント、住宅エコポイントの推進。 

 

【環境に配慮した地域づくりの推進】 

○地域における環境保全のために策定される計画のうち、模範となるような計画の策定及び実施の支援。地方公共団

体における環境問題に関する先進的な施策事例等の収集、ウェブ上での情報提供。 

○公害の早急な解決、未然防止を図るための公害防止計画に基づく各種の公害防止施策の推進。 

 

【環境パートナーシップの形成】 

○国民、事業者、民間団体、地方公共団体、国などの各主体間のネットワークの構築を通じた、環境保全のための情

報の集積・交換・提供の推進。 

【環境教育・環境学習による環境保全意識の醸成】 

○環境カウンセラー等の人材の育成、こどもエコクラブによる環境教育・環境学習の場や機会の提供、環境教育・環境

学習に関する情報提供、環境学習プログラムの整備等、全ての年齢層を対象にした環境教育・環境学習の推進。 
 

 



③施策の方針に対する総合的な評価 

【経済のグリーン化の推進】 

○平成 21 年度においては、環境配慮促進法の施行状況の評価・検討に関する報告書に沿って、環境報告書の表彰制

度の実施や環境報告書に関する情報提供サイトの開設等、環境に配慮した事業活動を一層促進するための施策を実

施した。また、特に中小企業の環境配慮型経営を促進する仕組みである「エコアクション２１」については、5 年ぶりに内

容の見直しとガイドラインの改訂を行い、質の向上と更なる普及拡大に取り組んだ。認証登録事業者数も年々増加してお

り、厳しい経済情勢の中でも中小企業における環境配慮型経営は除々に普及してきている。環境報告書作成割合につ

いては、増加傾向に回復した。 

○環境ビジネスに関する基礎調査として、我が国における環境産業の市場規模及び雇用規模の推計を行うとともに、環境

産業に係る景況感等の把握手法を検討した。検討の一環として「環境経済観測」の試行的なアンケート調査が実施され、

我が国の環境産業全体について今後 10 年間発展していくものと考えている企業が多いこと、業況 DI について全ての産

業を対象とした日銀短観結果に比べ相対的に良い状態にあること等が判明した。 

○グリーン購入法の対象品目として、11 品目の追加、１品目の削除と 41 品目の基準の見直しを行うとともに、地方公共団体

の事業者向けの説明会を開催し、約2,000 人の参加を得た。また、環境情報の適切な提供方法について整理した環境表

示ガイドラインの普及促進に努めた。これらの施策により、目標達成に向け一定の進展があった。 

○環境配慮契約法制度について全国で説明会を実施し、国・独立行政法人・地方公共団体の調達担当者等3000名程度の

参加を得、一定の進展があった。 

○エコ／SRIファンドの公募投資信託の純資産残高は平成17年度の3,084億円から平成２１年度に6,148億円へと増加し、

設定数は 36 から 80 へ大幅に伸びている。エコ／SRI ファンドの普及に向け、エコファンド組成に係る調査費等の費用へ

の補助や、中央環境審議会に「環境と金融の在り方について」諮問し、「環境と金融に関する専門委員会」において新た

な金融的手法の検討など、環境金融の促進策について検討を行った。 

○税制上の措置を通じて環境配慮の向上に資することができ、平成22年度税制改正大綱（平成21年12月22日閣議決定）

においても、「地球温暖化対策のための税については、（中略）平成23年度実施に向けた成案を得るべく、更に検討を進

めます。」とされ、所得税法等の一部を改正する法律（平成22 年法律第六号）においても同様の規定が盛り込まれた。 

○平成21年度のエコ・アクション・ポイントモデル事業においては、全国型事業３件、地域型事業６件が公募で採択され、20

年度に開始したエコ・アクション・ポイントの本格展開に向け、システムの立ち上げ及び拡充を支援した。 

○グリーン家電エコポイント事業については、平成 21 年 7 月 1 日からポイント申請・発行・商品交換受付を開始し、平成 22

年3 月末までに、約1,158 万件の申請を受け付け、そのうち手続が完了した約1,035 万件、約1,632 億点についてポイン

トを発行した。住宅エコポイント事業については、平成22 年3 月8 日からポイント申請・発行・商品交換受付を開始した。

 

【環境に配慮した地域づくりの推進】 

○環境省ホームページ上で地域づくりに関する情報の充実を図った。 

○低炭素地域づくり面的対策推進事業については、各地域において実効性の高い二酸化炭素削減目標を掲げた地域計

画が策定され、計画に基づいた事業が実施された。今後は対象地域における計画の進捗状況、事業の効果を把握する

ことにより、事業の効果を一層高める必要がある。 

○環境と経済の好循環のまちモデル事業は、事業による CO2 削減効果が見られ、目標数値を達成するなど一定の成果を

あげた。今後は、対象地域と連携し、事業の効果をより一層高める必要がある。 

○公害防止計画に基づいて各種の公害防止施策が講じられた結果、計画地域として指定されている市区町村数は減少傾

向を維持しており、公害の解決という目標達成に向け進展があった。 

○平成 20 年 6 月の温対法の改正により、都道府県、政令市、中核市及び特例市に対し、現行の地方公共団体実行計画を

拡充し、従来の地域推進計画に相当する区域全体の自然的社会的条件に応じた施策を盛り込むことが義務付けられた。

このため、対策・施策の立案の考え方を示した「地球温暖化対策地方公共団体実行計画策定マニュアル（区域施策編）」

を発表し、併せて、自治体に対する説明会及び研修会を開催した。また、地方公共団体実行計画に基づき、各自治体が

実施する取組を支援するため、地域グリーンニューディール基金、中核市・特例市グリーンニューディール基金を創設し

た。 

 

【環境パートナーシップの形成】 

○環境パートナーシップの形成については、地球環境パートナーシッププラザ（以下、プラザという）／地方環境パートナ

ーシップオフィス（以下、地方 EPO という）の活性化を通じ、パートナーシップについての理解が各主体に広がり、地域で

のパートナーシップ促進の取組を展開・支援する素地が形成されたが、具体的な企業、NPO、地域コミュニティ、行政との

パートナーシップ事業の形成、情報発信がまだ十分ではない。また、環境政策の企画・立案における民間団体の参画に

ついては、政策提言の動きは定着してきているが、政策提言能力の向上や官民協働での政策形成については、他部局



との連携の強化や環境パートナーシップオフィスの業務を強化・充実を図るなどにより取組の強化が求められている。 

 

【環境教育・環境学習による環境保全意識の醸成】 

○環境教育・学習による環境保全意識の醸成については、こどもエコクラブ事業や我が家の環境大臣事業等を通じた場や

機会の拡大、環境教育指導者育成事業や環境カウンセラー事業等を通じた指導者の育成、環境教育データベース総合

整備事業等を通じた情報提供等により国民各界各層に対する環境教育が推進され、目標達成に向けて進展があった。 

○わが国における「国連持続可能な開発のための教育（ESD）の10年」実施計画において初期段階における重点的取組事

項として掲げられている「高等教育機関における取組」の一環として、国際的に活躍する環境リーダーの育成を具体化す

るために平成 20 年 3 月に策定した「持続可能なアジアに向けた大学における環境人材育成ビジョン」に基づき、産学官

民の連携による環境人材育成の取組を促すプラットフォームとしての「環境人材育成コンソーシアム」設立に向けた取

組、大学で活用できる環境人材育成のモデルプログラムの開発、環境人材育成に取り組むアジアの大学院のネットワー

ク化を実施した。また、同じく初期段階における重点的取組事項として掲げられている「地域における実践」に関しては、

平成 18 年度から 20 年度に実施したモデル事業を通じて明らかとなった課題を踏まえ、ESD 活動の登録制度やＥＳＤコ

ーディネーターの育成に関する検討を実施した。 

 

 

 

④今後の主な課題 

【経済のグリーン化の推進】 

○事業活動における一層の環境配慮の組み込みを促すための情報戦略等の手法の開発・普及、提供された環境情報等を

投融資の判断要素に組み入れる金融手法の普及促進、投資家等の環境金融への理解と環境に良い企業への投融資を

図るため金融グリーン化の普及促進の検討。 

○中小企業を中心に環境配慮型経営の更なる普及促進。企業の環境への取組状況が明示的に把握でき、かつ企業側も情

報開示を積極的に実施していくような情報提供の形を検討。さらに、開示される環境情報の質の向上と環境報告書の更

なる普及促進。 

○より効果的なグリーン購入の促進のための特定調達品目や判断の基準の見直し、小規模な地方公共団体のグリーン購

入の取組の遅れへの対応。 

○環境配慮型製品の信頼性向上のための製品テストや検証制度、適切な環境の情報提供方法の検討。 

○引き続き、環境配慮の向上に資するような税制上の措置の実施に努めるとともに、地球温暖化対策税についても、平成

23 年度の実施に向けて、検討。 

○契約類型の追加を含む、更なる環境配慮契約の促進。環境配慮契約の義務対象機関である国及び独立行政法人等の

着実な実施、努力義務対象機関である地方公共団体等への普及促進。 

○経済的に自立した民間主導によるエコ・アクション・ポイントのビジネスモデル確立を目指し、まずは広く国民と事業者に

参加を促すような周知を検討。 

○引き続き、家庭部門における地球温暖化対策の推進とそれによる経済の活性化等を図るため、グリーン家電の普及、住

宅の省エネ化に向けたインセンティブが必要。 

  

【環境に配慮した地域づくりの推進】 

○低炭素型の地域づくりをはじめとする環境に配慮した地域づくりの一層の支援、利用者のニーズに対応した情報提供、コ

ミュニティ・ファンド等の市民出資・市民金融の発展方策の検討、残された公害防止計画策定地域の公害の解消及び地域

が抱える環境問題に的確に対応するための、総合的な計画制度のあり方に関する検討、温対法の改正で義務となった地

方公共団体全ての地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策）策定を支援することが課題。 

 

【環境パートナーシップの形成】 

○NPO 等の政策提言能力の向上、プラザ等の体制・機能の充実、ＮＰＯ等の経済的に自立した活動展開の支援など、パー

トナーシップによる環境問題解決に向けた取組の支援が課題。 

 

【環境教育・環境学習による環境保全意識の醸成】 

○個々人の環境保全の意識の向上を具体的な行動に結び付けること、環境教育の地域間格差を解消するためのプログラ

ム整備、わが国における「国連ESDの10年」実施計画に掲げられている「高等教育機関における取組」及び「地域におけ

る実践」を充実することが課題。 
 

 



 

 

⑤今後の主な取組 
【経済のグリーン化の推進】 

○環境報告ガイドラインや環境会計ガイドラインのより一層の普及と、環境情報の有用性や開示情報の利活用を図るため、

各ガイドラインの見直しに取り組む。 

○中央環境審議会環境と金融に関する専門委員会の報告書を踏まえ、①リースの活用による低炭素機器の普及促進、②

年金基金による環境配慮投資の促進、③有価証券報告書等を通じた投資家への環境情報開示の促進、④日本版環境

金融行動原則の策定支援等の金融のグリーン化に取り組む。 

○中小企業の環境マネジメントシステムであるエコアクション 21 について、産業廃棄物の適正処理などの環境法令の遵守

の把握など審査の一層の適正化に努めつつ、その普及を推進する。 

 

○環境産業の景況感等を把握する「環境経済観測」を本格実施するとともに、引き続き環境産業市場規模等の推計を行う。

また、これらの環境と経済の関係に関する情報(環境経済情報)を体系的に整理し、インターネット等を通じて広く情報提

供していく。 

○地方公共団体に向けてグリーン購入の具体的な取組手法などを紹介したガイドラインを用いて、小規模な地方公共団体

への取組の推進を図るなど、環境に配慮した製品・サービスの普及促進に係る施策を実施する。 

○古紙偽装問題等による環境配慮型製品の信頼性失墜に対し、製品テストの実施及び信頼性確保に係る施策を検討・実

施していく。 

○環境配慮の向上に資する税制上の措置を実施するとともに、地球温暖化対策税についても、平成 23 年度の実施に向け

て、検討を進める。 

○より効果的な環境配慮契約の促進のための基本方針等の見直し。環境配慮契約の義務対象機関である国及び独立行政

法人等の着実な実施の確保、努力義務対象機関である地方公共団体等に対し、説明会の開催や先進事例パンフレット

の作成・配布等による普及促進。 

○エコ・アクション・ポイントについては、平成 22 公募により採択されたモデル事業（全国型１件）を通じて、幅広い国民と企

業の参加を得て、次年度以降は経済的に自立した民間主導のエコポイントビジネスモデルの確立を目指す。 

○高い省エネ性能を持つ家電の購入や、断熱性に優れた住宅の新築・リフォームに対し、様々な商品と交換できるエコポ

イントを付与するグリーン家電エコポイント、住宅エコポイントを引き続き推進。 

 

【環境に配慮した地域づくりの推進】 

○公共交通を中心とした低炭素型の地域づくりに向けた計画の策定や事業の実施に対する支援を進めるとともに、環境省

ホームページ上での地域づくりに関する情報の更なる充実を進める。また、公害防止計画による施策の推進を図るととも

に、制度の見直しに向けた検討を行う。 

○コミュニティ・ファンド等の市民出資・市民金融を活用した環境保全活動の促進策をより具体的に検討する。 

○「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル」に関する地方公共団体からの疑問・質問に対

応することで、実行計画策定の支援を行う。また、集約型都市構造の実現等の都市計画との連携を図る対策・施策につい

ての実施手法等を検討し、得られた最新の知見を地方公共団体に対して提示していく。 

 

【環境パートナーシップの形成】 

○地方環境事務所、地方ＥＰＯと連携したセミナー等の開催による NPOの政策提言能力の向上の支援、地方環境事務所・プ

ラザ・地方 EPOと関係機関との連携の強化、NPO等が経済的に自立した活動を展開できるようにするための支援などを行

う。 

 

【環境教育・環境学習による環境保全意識の醸成】 

○引き続き、環境教育の場や機会の拡大、人材育成、プログラム整備、情報提供等を進めるとともに、わが国における「国

連 ESD の 10 年」実施計画に掲げられている「高等教育機関における取組」及び「地域における実践」を更に推進してい

く。  
 
 
 
 
 
 
                        



① 施策の改善・見直し 

 ①-a 施策の重点化等  

 ①-b 施策の一部の廃止・完了・休止・中止     

② 取組みを引き続き推進  

③ 施策の廃止・完了・休止・中止 
予算要求等への反映 ①-a 

④ 機構要求を図る  

施
策
の
方
向
性 

⑤ 定員要求を図る  

今後の 

施策の 

方向性 機構・定員要求への反映 ⑤ 

 

 

⑥当該施策を構成する目標・指標及び評価 
経済のグリーン化の推進 

目標8-1 
 
市場において環境の価値が評価される仕組みづくりを通じて、「環境と経済の好循環」を実現すること

により、「健やかで美しく豊かな環境先進国」を目指す。 
 

環境・循環型社

会・生物多様性

白書における

位置づけ 

6 章8 節 社会経済のグリーン化の推進に向けた取組 

関係課・室 環境経済課・環境計画課 

指標の名称 

及び単位 

①環境ビジネスの市場規模［兆円］ 

②環境ビジネスの雇用規模［万人］ 

③地方公共団体及び民間団体におけるグリーン購入実施率［％］ 

ア．地方公共団体    イ．上場企業    ウ．非上場企業 

④（間接）ISO14001、エコアクション 21 等の登録事業者数［事業者］ 

⑤（間接）エコ/SRI ファンドの設定数、純資産残高［億円］及びその割合［％］ 

⑥（間接）環境報告書公表企業（上場/非上場）［％］ 

⑦（間接）環境会計実施企業（上場/非上場）［％］ 

指標年度等 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 目標年 目標値 

①  約58 約66 約69 約75 調査中 H32 年度 約50 増 

②  約137 約144 約130 約176 調査中 H32 年度 約140 増 

③ ァ 
44.2

（※） 

76.1 
76.2 76.0 76.0 H22 年度 100 

ィ 60.8 66.8 77.5 77.8 調査中 H27 年度 約50 

ゥ 52.2 56.5 70.3 70.7 調査中 H27 年度 約30 

④ 18,809 21,224 22,836 24,035 25,043

平成27 年度 

※エコアクシ

ョン21登録事

業者 

6,000 社 

※エコアクシ

ョン 21 登録事

業者 

⑤ 

36/3,084 億

円/0.35% 

48/5,682

億 

円/0.52% 

73/9,063 億

円/0.86%

80/4,432 億

円/0.55%

80/6,148 億

円/0.63% － － 

⑥ 47.0/24.6 51.8/28.0 48.8/26.9 51．6/29.3 調査中 － － 

指標 

⑦ 37.5/22.7 39.8/22.4 37.2/20.0 36.4/19.9 調査中 － － 

基準年 ① ②H 18 年度 

③、⑥、⑦H13 年度
基準年の値

①� 70         ②約140 

③ア 23.6   イ 15.3   ウ 11.8 

⑥約30/約12   ⑦約23/約12 

目標を設定した

根拠等 

根拠等 ① ②：新成長戦略、⑥、⑦：循環型社会推進基本計画 

評価・分析 

【達成の状況】 

○環境産業の市場規模及び雇用規模については、最近の傾向として継続して拡大基調にある。 

○平成21 年度においては、環境配慮促進法の評価・検討に関する報告書に沿って、環境報告書の表

彰制度の実施や環境報告書に関する情報提供サイトの開設等、環境に配慮した事業活動を一層促

進するための施策を実施した。また、特に中小企業の環境配慮型経営を促進する仕組みである「エコ

アクション２１」については、5 年ぶりに内容の見直しとガイドラインの改訂を行い、質の向上と更なる普

及拡大に取り組んだ。認証登録事業者数も年々増加しており、厳しい経済情勢の中でも中小企業にお



ける環境配慮型経営は除々に普及してきている。環境報告書作成割合については、増加傾向に回復

した。 

○グリーン購入法の対象品目として、11 品目の追加、１品目の削除と 41 品目の基準の見直しを行うととも

に、地方公共団体の事業者向けの説明会を開催し、約 2,000 人の参加を得た。また、環境情報の適切

な提供方法について整理した環境表示ガイドラインの普及促進に努めた。これらの施策により、目標

達成に向け一定の進展があった。 

○環境配慮契約法制度について全国で説明会を実施し、国・独立行政法人・地方公共団体の調達担当

者等3000名程度の参加を得、一定の進展があった。○エコ／SRIファンドの公募投資信託の純資産残

高は平成17 年度の 3,084 億円から平成21 年度に 6,148 億円へと増加し、設定数は 36 から 80 へと大

幅に伸びている。エコ／SRI ファンドの普及に向け、エコファンド組成に係る調査費等の費用への補助

や、中央環境審議会に「環境と金融の在り方について」諮問し、「環境と金融に関する専門委員会」に

おいて新たな金融的手法の検討など、環境金融の促進策について検討を行った。 

○税制上の措置を通じて環境配慮の向上に資することができ、平成22年度税制改正大綱（平成21年12

月22 日閣議決定）においても、「地球温暖化対策のための税については、（中略）平成23 年度実施に

向けた成案を得るべく、更に検討を進めます。」とされ、所得税法等の一部を改正する法律（平成 22 年

法律第六号）においても同様の規定が盛り込まれた。 

○平成 21 年度のエコ・アクション・ポイントモデル事業においては、全国型事業３件、地域型事業６件が

公募で採択され、昨年度に開始したエコ・アクション・ポイントの本格展開に向け、システムの立ち上げ

及び拡充を支援した。 

○グリーン家電エコポイント事業の開始（平成 21 年 5 月中旬）から平成 22 年 3 月末における 3 品目（エ

アコン、冷蔵庫、地デジ対応テレビ）合計の売上が、前年同期比 1.3 倍に増加した。また、ＬＥＤ電球等

への交換割合は 0.15%、交換件数は約2 万件であった。また、対象製品販売台数（平成22 年3 月まで

の見込み）による、本事業のＣＯ２削減効果は 69 万 t-CO2/年と見込まれた。なお、平成 22 年 3 月に

申請等受付を開始した住宅エコポイントについては、今後の事業の進捗を踏まえ、達成状況を把握す

るよう努めていく。 

 

【必要性】 

○地球温暖化問題や廃棄物・リサイクル問題をはじめとする今日の環境問題に対処するためには、従来

型の規制的手法のみでは解決が困難であり、税制等の活用や、環境等の社会的課題に対して積極的

に取組む事業者に十分な資金が流れやすくするための金融機能の活用、環境報告書や環境会計の

ガイドライン等を活用した事業者の自主的な環境保全活動を促進するためのツールの作成・普及によ

る、事業者の自主的取組の一層の促進が必要となっている。環境基本計画においても、環境的側面・

経済的側面・社会的側面の統合的な向上が、環境政策の大きな柱として位置付けられているところで

あり、経済活動における環境配慮の徹底に資する本施策が必要である。 

○今日の環境問題を解決し、持続可能な社会経済を実現するためには、環境保全に資する技術・製品・

サービス等を提供する環境ビジネスの発展が果たす役割は大きい。「21 世紀環境立国戦略」（平成 19

年6 月閣議決定）においても「車の両輪として進める環境保全と経済成長・地域活性化」として環境と経

済の両立を図ることの重要性を訴えており、また「戦略 8 環境立国を支える仕組みづくり」として環境

保全の取組が市場で適正に評価される仕組みづくりや政府の率先した取組の推進等により、環境立国

に向けた人々の自主的積極的な取組や創意工夫を最大限に引き出すために、市場メカニズムの活用

等の検討と企業行動等における環境配慮の普及・促進が挙げられている。 

○持続可能な社会経済を実現するには環境負荷の低減に資する環境配慮型製品等の普及を図る必

要があるが、そのためには、各主体が環境配慮型製品等に対する認識を共有することが第一に必要

である。その上で消費者は環境配慮型製品の選択に努め、事業者はその選択を促すための製品の環

境情報を消費者に提供し、また事業者自身も環境に配慮した製品やサービスを積極的に購入すること

が求められる。国はこのような情報の受発信が適切に行われるように、環境物品等の情報収集・整理を

行うとともに、国内市場に大きな影響力を有する購入主体として、環境物品等の調達を推進することに

よりこれらの需要の拡大を図る必要がある。 

○持続可能な社会経済を実現するために、契約の段階において環境負荷の低減に配慮することによっ

て、温室効果ガス等の排出の削減を図ることは大変重要な課題である。国等は、通常の経済主体とし



て国民経済に大きな位置を占めており、また国等の契約の在り方は他の主体の契約の在り方に対して

も大きな影響力を有しているため、国等が温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約を行うことに

よる市場への波及効果は極めて大きい。そのため、国等が具体的に取り組む環境配慮契約の種類や

内容、手続等を基本方針等において示して、その普及を図る必要がある。 

○低炭素社会形成のためには、特に近年の増加が著しい業務・家庭部門の温室効果ガス削減が必要不

可欠であり、そのためには、国民一人ひとりのライフスタイル等の変革を図っていくことが必要不可欠

である。 

○家庭部門からの温室効果ガス排出量を削減し、経済活性化を図るため、高い省エネ性能を持つ家電

の購入や、断熱性に優れた住宅の新築・リフォームを促す必要がある。 

 

【有効性】 

○事業者の自主的な環境保全活動の推進については、環境報告ガイドラインを通じた普及促進等によ

り、環境報告書を作成する企業が概ね増加傾向にある。 

○環境マネジメントシステムの構築については、代表的な規格である ISO14001 の認証取得件数は 2 万

件を超えており、世界的に見ても取組が進んでいる。また、エコアクション 21 に取り組む事業者数につ

いては、財団法人地球環境戦略研究機関持続性センターが実施している認証制度における認証登録

数が、平成22 年3 月末現在で 4,500 件を超えている。 

○環境に配慮した製品・サービスの普及促進については、平成 20 年度に全国 1,852 の地方公共団体

を対象としてグリーン購入の取組状況についてアンケート調査を実施したところ、町村のみでは

64.4％（平成 18 年度 63.5％）と若干遅れているものの全体では 76.0%（平成 18 年度 76.1％）の実施

率となっている。（※なお、平成 18 年度からアンケートの設問を、紙類や文具など品目別に分けて実

施率を問うものに変更しており、どれか一つ該当すれば実施しているものとみなした。） 

環境物品等の市場形成状況では、平成 20 年度における特定調達物品等の市場占有率が、調査等

から把握可能な品目については全て、グリーン購入法施行前の平成 12 年度より上昇しているなど、

環境物品等の市場の拡大は着実に進展している。 

○環境ビジネスの振興については、平成12 年度現在の市場規模は約41 兆円、雇用規模が約106 万人

（平成 14 年度調査）であったものが、平成 20 年度現在で、市場規模が約 75 兆円、雇用規模が約 196

万人（平成 21 年度調査）に増加している。具体的には、例えば、太陽光発電システムについては、平

成 20 年度の市場規模は約 4,700 億円であり、電力買取制度や住宅補助金制度など環境政策の導入

の効果もあって、12 年度比7 倍近くに成長している。国際的にも環境ビジネスのうねりが見られ、近年

の環境ビジネスの世界市場は年率４％強の割合で伸びているとする推計もある。さらに、地球温暖化

に関する社会的な関心が高まる中で、消費者の環境問題に対する意識や企業のCSRに対する意識な

どが変わってきたことにより、環境配慮が企業の競争力につながるようになり、そうした中で、様々な産

業において生産プロセス・製品・サービスの環境配慮が進み、環境ビジネスは環境規制を超えて多様

化・拡大している。 

○経済的手法の活用については、例えば、環境性能に優れた自動車に対する税制優遇措置等により、

低公害車の保有台数が、平成20 年度末で 1,765 万台と増加している。 

○環境配慮契約の基本方針等の内容を、地方支分部局を含めた国の機関や独立行政法人、地方公共

団体等に周知して、取組みを普及する必要があり、周知するための説明会を全国 47 都道府県で開催

し、合計3000 人以上の参加を得た。 

○国民一人ひとりのライフスタイル等の変革を図るためには、21世紀環境立国戦略や京都議定書目標達

成計画に盛り込まれた、国民一人ひとりの温暖化対策行動に経済的インセンティブを付与する取組で

あるエコ・アクション・ポイントが有効である。 

○グリーン家電エコポイント事業は、高い省エネ性能を持つ家電の普及促進により、地球温暖化対策だ

けでなく、経済活性化や地上デジタル放送対応テレビの普及を図るものであり、有効な手法である。住

宅エコポイント事業は、断熱性に優れた住宅の新築・リフォームの促進により、地球温暖化対策だけで

なく、経済活性化を図るものであり、有効な手法である。 

 

【効率性】 

○事業者の自主的な環境保全活動の推進に関する施策の成果は、様々な分野での環境政策の一層の



展開にいかされるものである。また、事業者の自主的な環境保全活動の推進に関する施策は、国が調

査研究やガイドライン策定等の環境整備を行うことで、企業等に対し環境配慮への取組を促進するよう

働きかけるものであり、実際の環境保全活動そのものは事業者の自主的な取組により行われるという点

において、効率的である。 

○環境ビジネスの振興については、指標①にあるとおり、環境ビジネスの市場規模が今後とも拡大する

ことが期待される。このような状況において、本施策は規制等ではなく、情報提供、基盤整備等の施策

の展開を通じて、企業の自主的な取組を促し、環境産業を活性化することにより、持続可能な社会の構

築を目指すとともに、我が国の経済活性化、さらには雇用の創出にも資するものであり、実際の環境保

全活動は事業者の自主的な取組により行われるという点において、効率的である。 

○環境に配慮した製品・サービスの普及促進については、環境への配慮に関して意識の高い一部の事

業者や消費者がグリーン購入に取り組んでいるものの、社会全体での取組は十分とは言えない。この

ような状況において、経済活動の主体として国民経済に大きな位置を占め、かつ、他の主体にも大き

な影響力を有する国等又は公的部門が、環境物品等を率先して購入することは、市場規模の拡大な

ど、その波及効果が市場にもたらされるとともに、その取組が地方公共団体や民間部門へ普及する呼

び水となるものであり、効率的な手法である。 

○地球温暖化対策税等の経済的手法は、市場メカニズムを通じて制度の対象者全体の対策費用を最小

化することが可能であるとともに、直接的に事業を実施するものではなく、必要最低限の行政コストで

実施できるものであるため効率的と考えられる。 

○環境配慮契約については、その考え方は、まだ普及していない。このような状況において、経済活動

の主体として国民経済に大きな位置を占め、かつ他の主体の契約の在り方にも大きな影響を有する国

が、環境配慮契約に率先して取り組むことは、波及効果が市場にもたらされるとともに、その取組が地

方公共団体や民間部門へ普及する呼び水となるものであり、効率的な手法である。 

○エコ・アクション・ポイントは、ポイント原資や運営費を公に依存していないことを前提としており、ビジネ

スモデルの中で自立的に循環するという点で事業効率がよい。 

○グリーン家電エコポイント事業、住宅エコポイント事業は、高い省エネ性能を持つ家電の購入や、断熱

性に優れた住宅の新築・リフォームを促すことにより、地球温暖化対策の推進と経済の活性化を図るも

のであるが、様々な商品と交換できるエコポイントを付与し、さらなる消費を促すことで経済活性化を図

るものであり、効率的な手法である。 
 

 
 
 
＜今後の展開＞ 

○事業者の自主的な環境保全活動の推進においては、事業活動に環境配慮を組み込む手法や取組内容の評価手法の

開発・普及、環境に配慮した「お金」の流れを拡大するための金融グリーン化の更なる促進及び環境配慮促進法等に基

づいた公的法人、民間事業者等あらゆる主体による環境配慮の取組を促進することを課題としている。 

○平成22年度においては、平成２１年度に改訂したエコアクション21について、環境マネジメントの促進を図るため引き続

き普及推進を図ると共に、更なる普及拡大のための方策調査を行う。また、中小企業の環境マネジメントシステムである

エコアクション 21 について、産業廃棄物の適正処理などの環境法令の遵守の把握など審査の一層の適正化に努めつ

つ、その普及を推進する。なお、エコアクション 21 を持続可能な形で運営していくことができるよう、中央事務局・地域事

務局による自立的な運営に対して一定の助言や支援を行っているところであり、引き続きこのような取組を続けてまいりた

い。 

○環境に配慮した金融については、財政投融資や利子補給等を活用することで環境に配慮する企業への低利融資を引き

続き行うと共に、中央環境審議会環境と金融に関する専門委員会の報告書を踏まえ、①リースの活用による低炭素機器

の普及促進、②年金基金による環境配慮投資の促進、③有価証券報告書等を通じた投資家への環境情報開示の促進、

④日本版環境金融行動原則の策定支援等の金融のグリーン化を推進する。 

○さらに、平成 20 年度に行った環境配慮促進法の評価・検討も踏まえ、更なる環境情報の有用性や開示情報の利活用を

図るため、環境報告ガイドラインや環境会計ガイドラインの改訂等も含めた環境報告書の普及促進策を図る。 

○環境ビジネスの振興については、引き続き環境ビジネスの市場規模及び雇用規模についての調査や、「環境にやさし

い企業行動調査」、「環境経済観測」等の調査を行い、現状の把握を行うとともに、エコジャパンカップの開催等を通じ、

優れた環境ビジネスのアイディアを発掘する。 

○環境に配慮した製品・サービスの普及促進については、さらに効果的かつ効率的に持続可能な社会の構築を図っていく



ため、環境負荷低減効果、環境物品等の市場形成への効果の観点から国等によるグリーン購入の効果を評価し、今後の

取組に反映する。また、製品テストの実施等により、環境配慮製品の信頼性確保を図る。 

○環境配慮契約については、その環境負荷低減効果や普及状況を踏まえ、環境配慮の内容・手続を具体的に定める契約

類型の追加も含め、基本方針等の内容を見直していく。あわせて、地方公共団体等への環境配慮契約の普及を図る。 

○経済的手法の活用については、環境配慮の促進に効果を挙げている税制上の措置を引き続き実施するとともに、地球

温暖化対策税を含めさらに効果的な方策について、検討する。 

○エコ・アクション・ポイントについては、全国型のモデル事業では、多様な企業の参画を得た事業として本格展開し、幅広

い国民の参加を促進する。地域型事業では、20 年度モデル事業の成果を踏まえ、採択事業の周辺地域や関連事業者

内での拡大等を通じて他地域での普及・拡大を図る。 

○高い省エネ性能を持つ家電の購入や、断熱性に優れた住宅の新築・リフォームに対し、様々な商品と交換できるエコポ

イントを付与するグリーン家電エコポイント、住宅エコポイントを引き続き推進。 

 

 
 

環境に配慮した地域づくりの推進 

目標8-2 情報提供の充実等により、地域に対する取組支援と地域間の連帯を進め、環境に配慮した地域づくりの

全国的展開を図る。また、公害防止計画を推進することにより、公害の早急な解決と未然防止に努め、地

域住民の健康を保護し、生活環境を保全する。 

環境・循環型社

会・生物多様性

白書における

位置づけ 

6 章5 節 地域における環境保全の推進 

関係課・室 環境計画課 

指標の名称 

及び単位 

①（間接）地域環境総合計画策定団体率［％］ 

②（間接）環境と経済の好循環のまちモデル事業実施に伴う CO2排出削減量［CO2換算㌧］ 

③（間接）公害防止計画策定地域を構成する市区町村数  （地域数）  

指標年度等 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 目標年 目標値 

① 23.4 30.7 34.8 43.8 49.3 － 増加傾向を維持

② 7,300 11.000 19,700 26,100 － Ｈ21 年度 48,000指標 

③ 287（32） 246（31） 176（31） 176（31） 175(30) － 減少傾向の維持

基準年 基準年の値

目標を設定した

根拠等 根拠等 

①当該計画は出来るだけ多くの団体で策定されることが望ましい。 

②目標年度は全ての設備が完成（平成20年度）し実績が出る21年度とした。目標値は事業

計画の目標値。 

③当該計画の策定を要するほど大気・水質等が汚染されている地域は減少が望ましい。 

評価・分析 

【達成の状況】 
○環境省ホームページ上で地域づくりに関する情報の充実を図った。 

○低炭素地域づくり面的対策推進事業については、各地域において実効性の高い二酸化炭素削減目

標を掲げた地域計画が策定され、計画に基づいた事業が実施された。今後は対象地域における計画

の進捗状況、事業の効果を把握することにより、事業の効果を一層高める必要がある。 

○環境と経済の好循環のまちモデル事業は、事業による CO2 削減効果が見られ、目標数値を達成する

など一定の成果をあげた。今後は、対象地域と連携し、事業の効果をより一層高める必要がある。 

○公害防止計画に基づいて各種の公害防止施策が講じられた結果、計画地域として指定されている市

区町村数は減少傾向を維持しており、公害の解決という目標達成に向け進展があった。 

○平成 20 年 6 月の温対法の改正により、都道府県、政令市、中核市及び特例市に対し、現行の地方公

共団体実行計画を拡充し、従来の地域推進計画に相当する区域全体の自然的社会的条件に応じた施

策を盛り込むことが義務付けられた。このため、対策・施策の立案の考え方を示した「地球温暖化対策

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル」を発表し、併せて、自治体に対する説明会及

び研修会を開催した。また、地方公共団体実行計画に基づき、各自治体が実施する取組を支援するた

め、地域グリーンニューディール基金、中核市・特例市グリーンニューディール基金を創設した。 

 



【必要性】 

○地域からの環境保全の取組を進めていくに当たっては、第三次環境基本計画にも見られるように、地

域の環境とその保全に取り組む住民の力を統合的に高める「地域環境力」を発揮した取組が必要不可

欠である。資金面及び情報面での支援は地域における取組、「地域環境力」の発揮に欠かせないもの

と考える。 

○また、公害防止計画については、平成 21 年度末現在、175 市区町村が計画地域として指定されてお

り、大都市を中心とする自動車交通公害や閉鎖性水域における水質汚濁等の都市生活型公害の問題

が依然として存在することから、引き続き、これらの問題を解決するための施策を推進する必要があ

る。 

 

【有効性】 

○地域づくりに関する情報を環境省ホームページ上で充実させることは、全国の地域において容易に情

報を入手できる有効な手段である。 

○公害防止計画については、計画に基づき、各種の公害防止施策が総合的・計画的に講じられた結

果、過去に公害防止計画策定地域に指定されたことのある 496 市区町村のうち 321 市区町村におい

て、公害防止計画の策定を要しないまでに大気、水質等が改善された。 

 

【効率性】 

○情報の環境省ホームページへの集約により、利用者の利便性向上とともに、セキュリティの確保、メン

テナンス費用の削減などコスト面からも効率的に事業が行われたと考える。 

○低炭素地域づくり面的対策推進事業については、協議会において、自治体、民間団体、学識者等多

様な主体との連携により、効率的に各地域の計画が策定されたと考える。 

○公害防止計画により、国、地方公共団体、事業者等が連携を図りながら、効率的に各種の公害防止施

策を講じることができたと考える。 

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、対象地域の選定を終了しており、事業評価委員

会による事業評価を行っており、効率的に事業が行われたと考える。 
 

 
 
 
＜今後の展開＞ 

○環境に配慮した地域づくりを資金面から支援するため、公共交通を中心とする低炭素型の地域づくりに向けた計画策定

及び計画に基づいた事業の支援を行うとともに、コミュニティ・ファンド等の市民出資・市民金融を活用した環境保全活動

の促進等を検討する。 

○環境と経済の好循環のまちモデル事業については、各モデル事業の事業評価書を作成するとともに、フォローアップ調

査を実施する。 

○公害防止計画は、平成21年度末現在、175市区町村が計画策定地域として指定されており、引き続き都府県に対し、より

実効性のある計画の推進を図るとともに、制度の見直しに向けた検討を行う。 
 

 
 

環境パートナーシップの形成 

目標8-3 
国民、事業者、民間団体、地方公共団体、国などの各主体が、環境保全に関してそれぞれの立場に応

じた公平な役割分担の下、相互に連携した自主的・積極的取組が行えるよう、各主体間のネットワークを

構築し、環境保全のための情報の集積・交換・提供等を行い、環境パートナーシップの形成を促進する。

環境・循環型社

会・生物多様性

白書における

位置づけ 

6 章７節 環境教育・環境学習の推進及び環境保全活動の促進 

関係課・室 民間活動支援室 

指標の名称 

及び単位 

①（間接）地球環境パートナーシッププラザのホームページアクセス件数［万件］ 

②（間接）環境らしんばん登録団体数［団体］ 

③（参考）地球環境パートナーシッププラザのメールマガジン配信人数［人］ 

指標年度等 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 目標年 目標値 

① 337 535 772 819 801 － 増加傾向を維持

② 743 777 816 860 886 H22 年度 2,000指標 

③ 2,924 3,280 3,731 3,795 3,845 － 増加傾向を維持



基準年 ②、③H13 年度 基準年の値 ②504    ③1,467 

目標を設定した

根拠等 根拠等 

①プラザホームページへの平成13 年度のアクセス数を 3 倍程度に増加する 

②平成 13 年度環境 NGO 総覧に掲載されている団体(4,132)の半数が環境らしんばんに登

録 

③平成13 年度のメールマガジンの配信数を倍増 

評価・分析 

【達成の状況】 

○環境パートナーシップの形成については、地球環境パートナーシッププラザ（以下、プラザという）／

地方環境パートナーシップオフィス（以下、地方EPOという）の活性化を通じ、パートナーシップについ

ての理解が各主体に広がり、地域でのパートナーシップ促進の取組を展開・支援する素地が形成され

たが、具体的な企業、NPO、地域コミュニティ、行政とのパートナーシップ事業の形成、情報発信がま

だ十分ではない。特に、環境 NPO の活動等を HP 上で紹介している「環境らしんばん」については、

団体登録数は増加しているものの、登録に際し数種類の申請書を提出する必要があるなど、手続が

煩雑である等及び環境ＮＧＯへの周知活動が不十分であった等の理由により、平成 21 年度で 886 団

体にとどまり目標（2,000 団体）は未達成である。また、環境政策の企画・立案における民間団体の参

画については、政策提言の動きは定着してきているが、政策提言能力の向上や官民協働での政策形

成や実施等の協働取組については、他部局との連携の強化や環境パートナーシップオフィスの業務

を強化・充実を図るなどにより取組の強化が求められている。 

 

【必要性】 

○持続可能な社会の実現には、NPO、企業等の多様な主体がパートナーシップで環境保全活動に取り

組む必要がある。地方公共団体や企業などはこうしたパートナーシップが必要であることは理解し、協

力事業を行うようになってはいるが、NPO 側との理解の共有や、事業の効果的な進め方等に係る具体

的な手法については、まだまだ模索中である。このため、プラザ／地方EPO を拠点とし、各主体のより

効果的なパートナーシップ実現のため取組をさらに展開する必要がある。 

○環境行政を各主体とパートナーシップで取り組んでいくためには環境省だけで政策を立案するのでは

なく、環境NPO等の優秀な発想を積極的に政策に反映し、パートナーシップの下での取組を促進して

いくことが必要である。そのためには、NGO／NPO・企業による環境政策提言の場を作り、優れた提案

を施策に反映するための仕組みが必要である。 

 

【有効性】 

○プラザ／地方 EPO では、各主体間のパートナーシップの促進のためにホームページ上での情報提

供、政策提言プロセスへの支援を行ってきている。その結果、環境分野の取組における NPO 等の役

割は認知されてきており、地球環境パートナーシッププラザのホームページアクセス件数及びメール

マガジン配信人数は、平成 21 年度には 801 万件、3,845 人に達し、目標（これまでの目標：目標年 18

年度、300万件、3,000人）を達成した。また、地方公共団体や企業がNPO等とパートナーシップによる

取組を始めている事例も各地域で出てきており、プラザで展開してきたパートナーシップ支援は効果

があったと考えられる。 

○すべての地方EPO の設置が整い、地域でのパートナーシップ促進の基盤が作られた。 

○直接国民との政策等に関する情報提供・意見交換が行われたり、NGO/NPO・企業から環境に関する

政策提言を募集し、優秀な提言の発表の場を設ける「環境政策提言フォーラム」が実施され、寄せられ

た提言が広く公開されるなど、環境保全活動や環境政策の立案実施における国民と環境省のパート

ナーシップが着実に構築されてきている。また、平成 21 年度は、地域における持続可能な社会づくり

を実現するため、地方ＥＰＯとの連携により環境ＮＰＯを事業型環境ＮＰＯ・社会的企業として発展させ

ていくための支援を行うとともに、先進的な取組事例等を示したポイント集を作成するなど、プラザ、地

方ＥＰＯにおいて、環境パートナーシップの促進が図られてきている。 

 

【効率性】 

○インターネットを活用して幅広い環境情報を全国に発信することで、各主体において情報が共有され、

パートナーシップ形成に必要な情報を容易に入手できるようになり、環境保全活動を行う NPO が同様

の活動を行う各主体との協働によって、より広範な活動を行うなど、効率的な対応が図られるようになっ



た。 

○NPO／企業との意見交換や、政策提言プロセスにより NPO、企業、国民の意見が環境政策立案者へ

届きやすくなり、現場における行政ニーズに柔軟かつ的確に対応できるようになってきた。 

○一方、これらの意見交換や政策提言プロセスは、その対象及び参加者が依然東京に偏りがちであり、

地方で取り組む NPO／企業とのパートナーシップ促進のためには、地方での活動を更に展開すること

が効率的と考えられる。 
 

 

 

 
＜今後の展開＞ 

○様々な主体の特性を生かしたパートナーシップによる持続可能な地域づくりを進めていくにあたっては、NPO・企業等の

パートナーシップ形成能力の向上、プラザ／地方 EPO の機能強化、パートナーシップ事業の形成・普及が課題であり、

このため、以下を実施。 

①政策提言能力の向上や官民協働での政策づくりのための支援などを実施する。 

②プラザ及び地方EPO を、政策形成等行政と民間とのパートナーシップ促進の拠点としての活動を進めていく。 

③事業型環境 NPO・社会的企業として経済的に自立した活動として発展できるよう中間支援団体による支援事業を展

開する。 

④インターネットによる情報発信について、特に環境らしんばんの登録件数の目標達成に向け見直しを行う。 

 

 
 

環境教育・環境学習による環境保全意識の醸成 

目標8-4 
NPO や事業者等、様々な主体と連携しつつ、様々な場において、すべての主体に対して、学校・家

庭・地域コミュニティが連携した質の高い効果的な環境教育・環境学習を行うことで、自発的、主体的に取

り組む意識を醸成する。 

環境・循環型社

会・生物多様性

白書における

位置づけ 

6 章７節 環境教育・環境学習の推進及び環境保全活動の促進 

関係課・室 環境教育推進室 

指標の名称 

及び単位 

①（間接）環境カウンセラーの登録者数（累計）［人］ 

②（間接）こどもエコクラブがある市町村の割合［％］（H17～18 の数値は、旧指標のこどもエコクラブの会員数

［人］）  

指標年度等 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 目標年 目標値 

①  4,169 4,380 4,528 4,763 ４，５９９ 5,500
指標 

②  110,236 137,532 41.4% 42.4%％ 43.2％
H22 年度 

市町村の 50％

基準年 ①H 8 年  ②H14 年 基準年の値 ①0    ②77,417 

目標を設定した

根拠等 根拠等 
①市民や事業者が必要なときに速やかに助言等を得られることを基準に中学校区数約

11,000×1/2=5,500 名という目標値を設定 

②こどもエコクラブがある市町村の割合を 50％とするという目標値を設定 

評価・分析 

【達成の状況】 

○環境教育・学習による環境保全意識の醸成については、こどもエコクラブ事業や我が家の環境大臣事

業等を通じた場や機会の拡大、環境教育指導者育成事業や環境カウンセラー事業等を通じた指導者

の育成、環境教育データベース総合整備事業等を通じた情報提供等により国民各界各層に対する環

境教育が推進され、目標達成に向けて進展があった。 

○わが国における「国連持続可能な開発のための教育（ESD）の 10年」実施計画において初期段階にお

ける重点的取組事項として掲げられている「高等教育機関における取組」の一環として、国際的に活躍

する環境リーダーの育成を具体化するために平成 20 年 3 月に策定した「持続可能なアジアに向けた

大学における環境人材育成ビジョン」に基づき、 産学官民の連携による環境人材育成の取組を促す

プラットフォームとしての「環境人材育成コンソーシアム」設立に向けた取組、大学で活用できる環境人

材育成のモデルプログラムの開発、環境人材育成に取り組むアジアの大学院のネットワーク化を実施

した。また、同じく初期段階における重点的取組事項として掲げられている「地域における実践」に関し



ては、平成 18 年度から 20 年度に実施したモデル事業を通じて明らかとなった課題を踏まえ、ESD 活

動の登録制度やＥＳＤコーディネーターの育成に関する検討を実施した。 

 

【必要性】 

○平成19年6月に「21世紀環境立国戦略」が閣議決定され、その戦略の一つである「環境を感じ、考え、

行動する人づくり」が提唱され、「21 世紀環境教育プラン～いつでも、どこでも、だれでも環境教育ＡＡ

Ａプラン～」に基づき、あらゆる場、人を対象とした環境教育・環境学習の施策を進めていくことがます

ます重要となっている。 

○中でも、次代を担う子どもたちの自主的な環境保全活動への支援、また、地域において環境保全に関

わる取組を中心になって進める人材や専門知識を持った人材の育成が重要。 

○我が国が提案し、開始された「国連ESDの10年」が2005年に始まったことを受け、持続可能な社会の

構築を目指し、この 10 年間で重点的に環境教育やそれを発展させた ESD を実施することが求められ

ている。また、平成26 年を目途に、「国連ESD の 10 年」の締め括り会合が日本で開催されることとなっ

たため、ESD の推進において、日本はこれまでにも増して重要な役割を担うこととなってきている。 

 

【有効性】 

○地域の子どもたちの自主的な環境保全活動を支援するこどもエコクラブ事業では、全市町村数の50％

にこどもエコクラブが設置されていることを目標としているところ、平成21年度の割合は43.2％である。

また、家庭でのエコライフを支援する我が家の環境大臣事業では、登録世帯数が平成 20 年度末で約

13 万世帯にも達しており、地域や家庭において、環境保全に自主的に取り組む主体が着実に増加し

ていると言える。 

○環境保全に関する専門的な知識や経験を有する環境カウンセラーの登録数については、平成 2１年

度末で約4,600人に達しているが、今後は広報にも力を入れ、地方自治体とも連携するなど環境カウン

セラーの認知度を高め、目標達成を目指したい。また、文部科学省と連携して行っている環境教育指

導者育成事業では、学校教員や地域における実践リーダーを対象として、平成21 年度は 7 ブロック総

勢 285 名に対し研修を行い、今後の活躍が大きく見込まれる。さらに、文部科学省、農林水産省、経済

産業省及び国土交通省と連携して行っている環境教育等人材認定等事業登録事業では、平成 21 年

度末までに 36 の事業を登録し、HP で公開するなどしてその活用を図っている。 

○「国連 ESD の 10 年」については、我が国における実施計画に基づき、初期段階の重点的取組事項を

中心に施策を展開した。国連 ESD の 10 年促進事業において行っている ESD 活動の登録制度やＥＳ

Ｄコーディネーターの育成に係る検討は、平成18 年度から 20 年度に実施したモデル事業を通じて明

らかとなった課題を踏まえたものであることから、本施策は ESD 活動の更なる促進において有効であ

る。 

 

【効率性】 

○文部科学省や関係省等と連携して事業を展開することで、学校関係者をはじめとして幅広く環境教育

を推進することができる。 

○基本的かつ総合的な施策を行う国と区域内の特性に応じた施策を行う自治体とが連携を図ることで、

国の施策が浸透しやすくなり、迅速に地域の実情にあった対応ができると見込まれるため、より適切か

つ効率的に環境教育や ESD の普及啓発を行うことができる。 

○各施策それぞれウェブサイト上での情報提供に努めているが、特に、我が家の環境大臣事業につい

ては、教材等の紙での配布を中止したことで、費用対効果がさらに高まった。さらに、エコファミリーへ

の参加については、個人登録だけではなく企業等を対象とした団体登録を進めたことで、登録者数が

飛躍的に増加した。 
 

 
 
 
 



＜今後の展開＞ 

○環境保全の意識の醸成、さらには、具体的に行動できる人づくりに向けて、21 世紀環境教育プランに基づき、「いつで

も・どこでも・誰でも」環境教育に取り組むことができるよう環境教育・環境学習の場や機会の拡大、指導者の育成、プログ

ラムの整備、情報提供・普及啓発などを引き続き推進する。 

○特に、持続可能な社会を構築するためには、一人ひとりの取組が大切であるという認識のもと、環境教育の地域間格差を

解消し、全国どこでも環境教育を受けることができるような教材、プログラムの整備に努める。環境カウンセラーについて

も、今後、質を維持しつつ量的拡大を図っていく中での目標達成を考えているが、地域間格差の解消という視点から、地

方での人材発掘に努めていく。 

○さらに、子どもに対する環境教育については、教育基本法の改正を受け、今後ますますその重要性を増していくと考えら

れるため、文部科学省等との連携を強化し、学校での環境教育を推進していく。 

○わが国における「国連ESD の 10 年」実施計画の初期段階における重点的取組事項及び「持続可能なアジアに向けた大

学における環境人材育成ビジョン」に基づき、産学官民の連携による環境人材育成の取組を促すプラットフォームとして

の「環境人材育成コンソーシアム」設立に向けた取組、大学で活用できる環境人材育成のモデルプログラムの開発、環境

人材育成に取り組むアジアの大学院のネットワーク化を推進していく。また、同じく初期段階における重点的取組事項と

して掲げられている「地域における実践」に関しては、ESD 活動の登録制度やＥＳＤコーディネーターの育成に係る検討

を踏まえ、制度の運用及び研修の試行実施を行う。 

 
⑦予算事項（事務事業）について 

当該施策に関する主な法律・税制等 
○環境基本法・環境基本計画 

○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12 年法律第100 号） 

○環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配慮促進法） 

（平成16 年法律第77 号） 

○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律（平成15 年法律第130 号） 

○自動車税、住宅関連税等のグリーン化等 

関連する予算事項名及びその予算額（百万円） 目

標

番

号 

 
H21 H22 H23 反映 

①国等におけるグリーン購入推進等経費 18 18 ↑ 

②環境表示の信頼性確保のための検証事業 300 205 → 

③国等における環境配慮契約等推進経費 47 43 → 

④環境政策における環境税検討経費 8 25 → 

⑤環境ベンチャービジネス育成スキーム構築検討経費 4 0 × 

⑥企業行動推進経費 56 67 ↑ 

⑦環境格付調査等補助金 140 0 × 

⑧無利子融資事業 6,000 0 × 

⑨製品対策推進経費 36 31 ↑ 

⑩環境関連商品購入促進方法調査事業 9 0 × 

⑪建築物等エコ化可能性評価促進事業 8 7 → 

⑫世界に貢献する環境経済の政策研究 400 400 → 

⑬エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業（一般会計） 10 10 × 

⑭エコポイント等 CO2 削減のための環境行動促進モデル事業（特別会

計）「再掲：1-1」 
- - - 

⑮自立展開型エコ・アクション・ポイント対象製品拡充等検証業務費 - - 新 

・エコポイントの活用によるグリーン家電普及促進事業 189,201 0  

・エコポイントの活用による環境対応住宅普及促進事業 33,333 0  

⑯環境配慮型経営促進事業に係る利子補給事業 236 350 ↑ 

8-1 

⑰家庭・事業者向けエコリース促進事業「再掲：1-1」 － － - 

①環境と経済の好循環のまち推進活動費 8 0 × 

②公害防止計画策定経費 6 32 ↓ 

③低炭素地域づくり面的対策推進事業（特別会計）「再掲：1-1」 - - - 

8-2 

④世界に貢献する環境経済の政策研究 「再掲：8-1」 - - - 



⑤地域グリーンニューディール基金の創設 

中核市・特例市グリーンニューディール基金の創設 61,000 0 × 

①地球環境パートナーシッププラザ運営 89 88 → 

②ＮＧＯ/ＮＰＯ環境政策提言推進調査 15 15 → 

③地方環境パートナーシップ推進事業 95,032 95,032  8-3 

④持続可能な社会づくりを担う事業型環境ＮＰＯ・社会的企業中間支援ス

キーム支援事業 55 56 → 

①国連大学拠出金 155 155 → 

②アジア環境人材育成イニシアティブ推進事業 138 140 ↓ 

③地域におけるＥＳＤの取組強化推進事業 31 35 → 

④クールアーススクール事業 41 0 - 

⑤21 世紀子ども放課後環境教育プロジェクト 25 25 × 

⑥我が家の環境大臣事業(H23 名称変更：みんなエコクラブ推進事業)（統

合：８－４⑦）    
61 58 新 

⑦こどもエコクラブ事業(H23 名称変更：みんなエコクラブ推進事業)（統

合：８－４⑥） 
77 75 - 

⑧環境教育・環境学習推進基盤整備事業 19 19 ↓ 

⑨学校エコ改修と環境教育事業（一般会計） 37 37 → 

⑩学校エコ改修と環境教育事業（特別会計）「再掲：１－１」 - - - 

⑪環境教育人材認定等事業登録事業 4 4 → 

8-4 

⑫環境カウンセラー事業 26 26 ↓ 

 
⑧終期を迎えた予算事項についての検証 
予算事項

番号 
終期を迎えた理由 今後の対応策 

8-1⑤ 所期の目的が達成されたため 今後の動向を注視し、必要に応じ施策の検討を行う。 

8-1⑦ 所期の目的が達成されたため 

環境格付融資の構築やエコファンドの組成をした金融

機関の取組み状況を注視し、必要に応じ施策の検討を

行う。 

8-1⑧ 所期の目的が達成されたため 
今後の景気状況を注視し、必要に応じ同様の効果があ

る施策の検討を行う。 

8-1⑩ 
他の事業とあわせて効率的に実施することとしたた

め 

今後は本事業で得られた成果を他の事業の中で活用

していく。 

8-1⑬ 

8-1⑭ 
モデル事業として所期の目的を達成したため。 

経済的に自立した民間主導のポイントビジネスとして展

開していく。 

8-2① 
一定の成果が得られたため、平成 21 年度限りで業

務を終了することとした。 

今後は本事業で得られた成果の報告を受け、広く普及

啓発を推進していく。 

8-2⑤ 平成21 年度補正予算の単年度事業であるため。 

自治体に造成された基金の取崩しは、平成 23 年度末

までであるため、引き続き、各自治体に対し、適切な執

行を指導することとしている。 

8-4⑤ 所期の目的が達成されたため 既存ウェブページで紹介し、普及を図る。 

 
⑨特記事項 
＜政府重要政策としての該当＞ 

 

＜当該施策に関係する府省庁＞ 

○文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、総務省及び内閣府 

 

＜昨年度評価書からの変更点＞ 

 

 
 
 



⑩各目標に設定された指標について 
8-1-① 環境ビジネスの市場規模 

8-1-② 環境ビジネスの雇用規模 

8-1-③ 地方公共団体におけるグリーン購入実施率 

8-1-④ （間接）ISO14001、エコアクション 21 等の登録事業者数 

8-1-⑤ （間接）エコ/SRI ファンドの設定数、純資産残高及びその割合 

8-1-⑥ （間接）環境報告書公表企業（上場/非上場） 

8-1-⑦ （間接）環境会計実施企業（上場/非上場） 

8-2-① （間接）地域環境総合計画策定団体率 

8-2-② （間接）環境と経済の好循環のまちモデル事業実施に伴う CO2排出削減量 

8-2-③ （間接）公害防止計画策定地域を構成する市区町村数 

8-3-① （間接）地球環境パートナーシッププラザのホームページアクセス件数 

8-3-② （間接）環境らしんばん登録団体数 

8-3-③ （参考）地球環境パートナーシッププラザのメールマガジン配信人数 

8-4-① （間接）環境カウンセラーの登録者数（累計） 

目標番号 
及び指標名 

8-4-② （間接）こどもエコクラブがある市町村の割合 

指標の解説 

8-1-①：OECD の環境ビジネスの分類に基づき、わが国の環境ビジネスの市場規模について算出したもの

8-1-②：OECD の環境ビジネスの分類に基づき、わが国の環境ビジネスの雇用規模について算出したもの

8-1-③：地方公共団体、上場企業、非上場企業におけるグリーン購入の組織的な実施状況をアンケート調

査により把握した割合 

8-1-④：ISO14001、エコアクション２１の登録事業者数 

8-1-⑤：SRI ファンドの純資産残高 

8-1-⑥：上場企業並びに従業員 500 人以上の非上場企業及び事業所における環境報告書の作成・公表

状況をアンケート調査により把握した割合 

8-1-⑦：上場企業並びに従業員 500 人以上の非上場企業及び事業所における環境会計の実施状況をア

ンケート調査により把握した割合 

8-2-①：全地方公共団体に占める、地域環境総合計画を策定している地方公共団体の割合 

8-2-②：交付金事業における施設整備による CO2 削減効果 

8-2-③：公害防止計画策定地域における市区町村の数（及び策定地域数） 

8-3-①：パートナーシップ情報を入手するためにプラザホームページにアクセスのあった件数 

8-3-②：情報を発信するために環境らしんばんに登録のあった団体数 

8-3-③：プラザ／オフィスからのタイムリーな情報をメールマガジン配信した人数 

8-4-①：市民や事業者が必要なときに速やかに助言等を得られることを基準に中学校区数約 11,000×

1/2=5,500 名という目標値を設定。 

8-4-②：平成20 年度予算作成時の成果目標として、こどもエコクラブがある市町村の割合を 50％とする。 

評価に用い

た資料等 

8-1-①②環境経済政策の研究業務報告書等（環境省） 

8-1-③グリーン購入に関するアンケート調査及び環境にやさしい企業行動調査（環境省） 

8-1-④ISO14001 適合組織統計データ（（財）日本適合性認定協会）、エコアクション２１認証・登録事業者リス  

ト（（財）地球環境戦略研究機関持続性センター） 

8-1-⑤日本の SRI ファンドパフォーマンス 純資産残高（モーニングスター社）、8-1-⑥⑦環境にやさしい企

業行動調査（環境省） 

8-3-①②③プラザ／オフィス各種統計 

 
 
 

指標に影響を 
及ぼす外部要因 

8-1-③市町村合併 

8-1-⑥⑦事業者の統廃合等 

 


